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1 北秋田市の現状

北秋田市は平成 17年 3月に鷹巣町、森吉町、合川町、阿仁町の４町が合併し誕生しまし

た。合併時 41,031人いた人口も、平成 26年度末時点で 34,533人と合併から 10年でおよ

そ 6,500人減少し、過疎化が進んでおります。今後もこの傾向が続くと考えられます。

北秋田市人口の推移

地区 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
鷹巣地区 21,205 20,844 20,543 20,254 19,944 19,595 19,436 19,195 18,908 18,628
森吉地区 7,549 7,705 7,217 7,021 6,899 6,757 6,643 6,503 6,348 6,177
合川地区 7,826 6,243 7,558 7,425 7,293 7,167 7,058 6,871 6,774 6,676
阿仁地区 4,041 4,047 3,798 3,682 3,580 3,637 3,332 3,236 3,147 3,052
北秋田市 40,621 38,839 39,116 38,382 37,716 37,156 36,469 35,805 35,177 34,533

北秋田市特定地域生活排水処理事業特別会計については、旧阿仁町の浄化槽整備地区の

汚水処理事業として立ち上げられました。

現在は、年間設置基数 10基以上という条件を満たすことができず、新規設置事業は行っ

ておりません。

処理区域内人口及び水洗化人口については、平成27年3月末時点で処理区域内人口1,190
人に対し水洗化人口が 584人であり、水洗化率 49.1％と決して高くない割合であります

また、維持管理だけを目的とした事業として、個人で浄化槽を設置している世帯との平等

性を保つための対応が必要となっています。

2 経営の基本方針

北秋田市では、少子高齢化や人口減少等の課題があり、厳しい社会情勢を迎えていますが、

河川等の水質悪化を防止し、豊かな自然環境を維持するため効率的に下水道整備を進め、健

全な経営に努めてまいります。

また、今年度「生活排水処理整備構想」（以下、整備構想）を見直し第 4期構想を策定し、

効率的かつ経済的に整備を進める計画を定めました。

その際、人口変動を鑑み、個人設置の浄化槽との公平性を保つため、浄化槽使用料の改定

を計画しております。
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3 投資・財政計画

期間中の財政計画は、新規設置事業は実施せず、浄化槽の維持管理と起債償還に充てるた

め、平成 30年を基準に５年ごと 20％の料金改定を計画しております。

4 効率化・経営健全化の取組み

① 組織及び人材に関する事項

北秋田市上下水道課では、下水道事業（公共下水道・特定環境保全公共下水道・農業集

落排水・特定地域生活排水）とともに、水道事業及び簡易水道事業を所管しています。

平成32年度からは、水道事業以外の事業にも地方公営企業法の適用を行う予定となって

いることから、上下水道の管理部門を統合して、組織的に一体となって企業の運営を行

い、経費の節減を図らなければなりません。

担当職員は、公営企業職員として、事業の能率的な経営と公共性及び企業性の発揮に努

め、目標管理や企業会計など民間の経営管理手法を導入して、経営能力の向上を図ってい

かなければなりません。

地方行政を取り巻く環境が非常に厳しくなっている現在、市民サービスの向上と人件費

のバランスを考慮しつつ、窓口業務や料金関係業務のアウトソーシングも視野に入れ、最小

限の人員で最大のサービスの提供ができるよう定員適正化に取り組んでいきます。

② 使用料、その他の収入に関する事項

浄化槽使用料は、公営企業として独立採算性の原則のもと、運営に伴う経費については、

浄化槽使用料で賄うこととなっています。

平成 21年度に改定を行って以来、現行の使用料で運営いますが、汚水処理費に対する経費

回収率を見ると、平成 26年度決算で 50.2％と低い水準にあり、不足分を一般会計からの基

準外繰入金にて賄っているのが現状です。

今後、新規設置事業は行わないため、維持管理、修繕をメインに事業を行わなければなら

ず、料金改定が急務です。

なお、起債償還残高は計画している平成 47年度時点で 1,828千円となります。

今後の目標として、平成 35 年度の料金改定で経費回収率 70％を超え計画最終年度の平

成 47年度には 83％を達成する見込みです。
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浄化槽使用料（現行）※税抜き

５人槽 ７人槽 10 人槽 11 人槽以上

料金 2,700 円 2,700 円 2,700 円 その都度協議のうえ定める。

使用料改訂計画（5人槽）※税抜き

現行 H30 年度 H35 年度 H40 年度

2,700 円 3,240 円 3,885 円 4,665 円

改定率：20％ 改定率：20％ 改定率：20％

③ 公営企業の経営に関する事項

平成 26年 8月に総務省から「公営企業の経営に当たっての留意事項について」の通知が

あり、地方公営企業法の適用に向けたロードマップが示されました。

このロードマップにおいて、平成 32年 4月に法制化を検討するため、平成 27 年度から

平成 31年度までを集中取組み期間とし、人口 3万人以上の団体については、期間内に公営

企業会計へ移行するべきとされています。平成 27 年 1 月には、「公営企業会計の適用」に

ついて、総務省より要請がありました。

本市特定地域生活排水処理事業としても、事業の経営状況の把握及び市民への説明責任

が明確になることから、平成 32年 4月に地方公営企業法の適用を行うべく準備を進めてい

きます。

④ 情報公開に関する事項

これまでも市の広報誌やホームページを活用して、下水道利用者へ適宜情報を提供して

きました。

今後も、提供する情報とその内容を充実させることを前提に、内容の見直しや事後検証に

取り組んでいきます。

⑤ その他重点事項

防災対策や危機管理体制の強化はこれまでも取り組んできましたが、一般行政部局や下

水道業務に携わる民間企業、他事業体とも連携して取り組んでいきます。



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 19,647 19,684 19,533 19,575 19,312 19,058 19,112 18,568 18,326 18,087 17,848 17,910

（１） (B) 8,569 8,589 8,460 8,505 10,070 9,937 9,803 9,669 9,536 11,282 11,122 10,961

ア 8,565 8,587 8,458 8,503 10,068 9,935 9,801 9,667 9,534 11,280 11,120 10,959

イ (C)

ウ 4 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

（２） 11,078 11,095 11,073 11,070 9,242 9,121 9,309 8,899 8,790 6,805 6,726 6,949

ア 11,078 11,095 11,072 11,070 9,242 9,121 9,309 8,899 8,790 6,805 6,726 6,949

イ 1

２ (D) 18,388 18,346 18,170 18,151 17,861 17,581 17,608 17,036 16,766 16,498 16,230 16,262

（１） 17,058 17,134 17,071 17,143 16,926 16,707 16,790 16,272 16,054 15,836 15,618 15,700

ア

イ 17,058 17,134 17,071 17,143 16,926 16,707 16,790 16,272 16,054 15,836 15,618 15,700

（２） 1,330 1,212 1,099 1,008 935 874 818 764 712 662 612 562

ア

1,330 1,212 1,099 1,008 935 874 818 764 712 662 612 562

イ

３ (E) 1,259 1,338 1,363 1,424 1,451 1,477 1,504 1,532 1,560 1,589 1,618 1,648

1 (F) 7,150 6,560 4,899 3,098 2,332 1,887 1,808 1,574 1,245 1,265 1,079 1,099

（１）

（２） 7,150 6,560 4,899 3,098 2,332 1,887 1,808 1,574 1,245 1,265 1,079 1,099

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 8,409 7,898 6,262 4,522 3,783 3,364 3,312 3,106 2,805 2,854 2,697 2,747

（１）

（２） (H) 8,409 7,898 6,262 4,522 3,783 3,364 3,312 3,106 2,805 2,854 2,697 2,747

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 1,259 △ 1,338 △ 1,363 △ 1,424 △ 1,451 △ 1,477 △ 1,504 △ 1,532 △ 1,560 △ 1,589 △ 1,618 △ 1,648

収
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収
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本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

総 収 益

そ の 他

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 退 職 手 当

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

地 方 債

(A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引

総 費 用

営 業 費 用

資 本 的 収 入

営 業 外 費 用

そ の 他

他 会 計 借 入 金

職 員 給 与 費

料 金 収 入

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

資 本 的 支 出

地 方 債 償 還 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(F)-(G)

う ち 職 員 給 与 費

（ 雨 水 処 理 負 担 金 ）

汚 水 分

雨 水 分支 払 利 息

建 設 改 良 費
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様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A) 73 75 80 86 89 91 91 92 94 93 94 94
(D)+(H)

(S) 8,569 8,589 8,460 8,505 10,070 9,937 9,803 9,669 9,536 11,282 11,122 10,961

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 82,956 73,846 66,485 60,955 56,238 52,000 47,869 44,000 40,483 36,966 33,657 30,348

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

11,078 11,095 11,072 11,070 9,242 9,121 9,309 8,899 8,790 6,805 6,726 6,949

1,893 1,949 1,949 1,985 1,986 1,985 1,985 1,986 1,985 1,986 1,985 1,985

9,185 9,146 9,123 9,085 7,256 7,136 7,324 6,913 6,805 4,819 4,741 4,964

7,150 6,560 4,899 3,098 2,332 1,887 1,808 1,574 1,245 1,265 1,079 1,099

7,150 6,560 4,899 3,098 2,332 1,887 1,808 1,574 1,245 1,265 1,079 1,099

18,228 17,655 15,971 14,168 11,574 11,008 11,117 10,473 10,035 8,070 7,805 8,048合 計

地方財政法施行 令第 16条 第１ 項に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

(R)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

実 質 収 支

(N)-(O)

(J)-(K)+(L)-(M)

黒 字

赤 字

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

）

）×100

×100

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

(E)+(I)収 支 再 差 引

地 方 債 残 高

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

形 式 収 支

他 会 計 借 入 金 残 高

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金
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様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画

年　　　　　　度

区 分

1 (A)

（１） (B)

ア

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E)

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

総 収 益

そ の 他

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 退 職 手 当

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

地 方 債

(A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引

総 費 用

営 業 費 用

資 本 的 収 入

営 業 外 費 用

そ の 他

他 会 計 借 入 金

職 員 給 与 費

料 金 収 入

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

資 本 的 支 出

地 方 債 償 還 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(F)-(G)

う ち 職 員 給 与 費

（ 雨 水 処 理 負 担 金 ）

汚 水 分

雨 水 分支 払 利 息

建 設 改 良 費

（単位：千円，％）
38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度

17,373 17,133 16,896 16,655 16,716 16,175 15,934 15,254 14,554 14,126

10,801 10,641 12,576 12,383 12,191 11,998 11,808 11,614 11,421 11,229

10,799 10,639 12,574 12,381 12,189 11,996 11,804 11,612 11,419 11,227

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

6,572 6,492 4,320 4,272 4,525 4,177 4,126 3,640 3,133 2,897

6,572 6,492 4,320 4,272 4,525 4,177 4,126 3,640 3,133 2,897

15,694 15,423 15,154 14,881 14,909 14,335 14,060 13,786 13,519 13,571

15,183 14,964 14,747 14,528 14,611 14,093 13,875 13,657 13,438 13,521

15,183 14,964 14,747 14,528 14,611 14,093 13,875 13,657 13,438 13,521

511 459 407 353 298 242 185 129 81 50

511 459 407 353 298 242 185 129 81 50

1,679 1,710 1,742 1,774 1,807 1,840 1,874 1,468 1,035 555

1,119 1,140 1,161 1,182 1,204 1,227 1,250 979 690 370

1,119 1,140 1,161 1,182 1,204 1,227 1,250 979 690 370

2,798 2,850 2,903 2,956 3,011 3,067 3,124 2,447 1,725 925

2,798 2,850 2,903 2,956 3,011 3,067 3,124 2,447 1,725 925

△ 1,679 △ 1,710 △ 1,742 △ 1,774 △ 1,807 △ 1,840 △ 1,874 △ 1,468 △ 1,035 △ 555
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様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画

年　　　　　　度

区 分

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S)

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金

年　　　　　度

区 分

合 計

地方財政法施行 令第 16条 第１ 項に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

(R)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

実 質 収 支

(N)-(O)

(J)-(K)+(L)-(M)

黒 字

赤 字

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

）

）×100

×100

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

(E)+(I)収 支 再 差 引

地 方 債 残 高

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

形 式 収 支

他 会 計 借 入 金 残 高

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

（単位：千円，％）
38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度

94 94 94 93 93 93 93 94 95 97

10,801 10,641 12,576 12,383 12,191 11,998 11,808 11,614 11,421 11,229

27,039 23,730 20,420 17,111 13,802 10,493 7,184 4,608 2,802 1,828

（単位：千円）

38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度

6,572 6,492 4,320 4,272 4,525 4,177 4,126 3,640 3,133 2,897

1,986 1,985 1,986 1,986 1,986 1,985 1,985 1,545 1,084 585

4,586 4,507 2,334 2,286 2,539 2,192 2,141 2,095 2,049 2,312

1,119 1,140 1,161 1,182 1,204 1,227 1,250 979 690 370

1,119 1,140 1,161 1,182 1,204 1,227 1,250 979 690 370

7,691 7,632 5,481 5,454 5,729 5,404 5,376 4,619 3,823 3,267
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